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平成２８年度事業報告

Ⅰ．　はじめに

　平成２８年度には、国において検討されてきた障害者総合支援法の見直しの大枠が固まり、平成３０年度からの施行に向けて準備が進められました。また、社会福祉法の一部改正による社会福祉法人制度改革で、社会福祉法人のガバナンスのあり方などが大きく見直されることになりました。当協会としては、障害者総合支援法の見直しの一環として国から提起された通訳・介助員派遣制度の新たな方向性について、全国の盲ろう者の方々と情報を共有し、意見交換しながら、国側と協議・調整を進めました。また、社会福祉法人制度改革に関しても、国の指導を踏まえ、定款変更や新制度による評議員の選任などに取り組みました。
　さらに、平成２８年度には、長年の懸案であった「日本版ヘレン・ケラー・ナショナルセンター(仮称)」の開設に向けて、国において、初めて調査研究のための予算措置が講じられ、当協会では盲ろう児の実態調査や海外調査を進めるとともに、盲ろう者の総合リハビリテーション・システム検討委員会を設置して精力的に検討を進めました。
また、従来から進めている各種の研修事業などについては、厳しい財政状況が続く中ではありましたが、全国の関係者、関係行政機関の皆様などのご理解、ご支援を得ておおむね計画通り順調に実施され、大きな成果を上げることができました。特に、福岡県の西日本総合展示場で開催した「第２５回全国盲ろう者大会」は、全国から２３２人の盲ろう者の参加を得て、参加者総数７８９人の盛大な大会となりました。
以下に各事業についての実施状況をご報告します。
Ⅱ．平成２８年度実施事業の概要
1．厚生労働省委託事業Ⅰ（盲ろう者向け通訳者養成研修等事業）

　（1）盲ろう者関係生活相談等事業

ア．盲ろう者関係生活相談等事業

　　　 イ．広報誌発行事業

（2）盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

ア．盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者養成研修事業

　 イ．盲ろう者向け通訳・介助員現任研修事業

（3）盲ろう者国際協力推進事業

(4）盲ろう者福祉啓発事業
(5) 盲ろう者情報機器活用訓練等促進事業
　　ア．盲ろう者向けパソコン指導者養成研修事業
　　イ．コミュニケーション訓練個別訪問指導事業
　　ウ．全国盲ろう者団体ニューリーダー育成研修事業
(6)　盲ろう児等支援の調査・研究等事業
　　ア．国内外における調査事業
　　イ．盲ろう者の総合リハビリテーション・システム検討事業
2. 厚生労働省委託事業Ⅱ　(盲ろう者向け生活訓練等事業)　

　（1）生活訓練事業

3．公益財団法人ＪＫＡ補助事業

　（1）第25回全国盲ろう者大会開催事業

4．公益財団法人鉄道弘済会補助事業

（1）第7回全国盲ろう者体験文コンクール実施事業
5. 厚生労働省補助事業(障害者総合福祉推進事業)
　 (1)　障害福祉サービスにおける意思疎通支援困難者に対するサービスの
実態に関する研究

6．自主事業

（1）新たな通訳・介助員派遣制度の施行準備事業
（2）盲ろう者関係図書刊行事業
（3）盲ろう者向け情報機器等研究開発支援事業
Ⅲ．事業別実施状況
1．厚生労働省委託事業Ⅰ(盲ろう者向け通訳者養成研修等事業）
（1）盲ろう者関係生活相談等事業

ア．盲ろう者関係生活相談等事業

　盲ろう当事者からの生活相談のほか、全国各地の家族や通訳・介助員、福祉関係者等からのさまざまな相談や情報提供の要請に応えてきました。平成28年度の１年間で、来所、電話、ファックス、メール等を通じて扱った相談件数は、134件となっています。
イ．広報誌発行事業
わが国唯一の盲ろう関係専門誌『コミュニカ』を２回発行し、盲ろう者、支援者及び関係機関へ送付しました。
　　　第53号　　　　墨字版　2,800部　　点字版　490部

　　　第54号　　　　墨字版　2,700部　　点字版　490部

※希望者にはデイジー版ＣＤ(デジタル録音図書の国際標準規格)も提供

（2）盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

ア．盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者養成研修事業
　　平成25年度から、盲ろう者向け通訳・介助員養成事業が都道府県(指定都市・中核市を含む。以下同じ。)の必須事業とされ、養成講習会の標準カリキュラムが示されたことなどから、平成27年度から内容を見直して、標準カリキュラムに基づいて都道府県が行なう養成講習会の指導者養成に特化した研修事業(中央研修)を実施することとしました。平成28年度は、10月29日（土）～11月1日（水）までの4日間にわたって、「全国障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）」(東京都新宿区戸山)において開催し、全国から受講者として、盲ろう者5人を含む25人が参加し、多くの盲ろう者が講師陣に加わって、講義と実習を行いました。
イ．盲ろう者向け通訳・介助員現任研修事業
この研修会は、全国レベルで現任の通訳・介助員が情報交換や意見交換できる唯一の場となっており、毎年、多数の参加があります。平成28年度は、9月24日（土）～25日（日）の2日間にわたって、｢ＴＫＰガーデンシティ仙台勾当台｣(宮城県仙台市)で開催し、全国から89人の受講者がありました。一日目は、全体会として各都道府県で盲ろう者友の会で活躍されている4人の盲ろう者をパネラーに招き、「通訳・介助員に望むこと～盲ろう者の本音を聞く～」というテーマで話をしていただきました。二日目の午前の分科会では、「通訳・介助員の悩み」「音声通訳」「通訳・介助員の心構えと倫理」という３つのテーマを設定して、講義、実習、ディスカッション等を行い、午後の全体会では、「福祉制度について」というテーマで講演を行いました。
（3）盲ろう者国際協力推進事業
｢盲ろう者国際協力推進事業｣は、世界盲ろう者連盟加盟各国と連携し、世界の盲ろう情報の収集と、わが国の情報を世界へ発信する目的を持っています。また、世界の中でも特に盲ろう者関係の組織化が進んでいないアジア地域に対する啓発を、当面の重要な目標としています。平成28年度においては、タイとシンガポールの2か国に調査員を派遣して、関係会議への参加により情報の収集、発信を行うとともに、シンガポールにおける盲ろう者支援プロジェクトの実施などの活動を展開しました。
具体的にはタイのバンコクにおいて、3月1日から2日まで開催された「アジア太平洋障害者の十年(2013-2022)」のワーキンググループに盲ろう者1人、通訳介助員等5人を派遣しました。この会議は、ＥＳＣＡＰ(国連アジア太平洋経済社会委員会)の主催によるもので、「アジア太平洋障害者の十年(2013-2022)」の完全かつ効果的な実行を図るためＥＳＣＡＰ加盟国・準加盟国に専門的助言や支援を提供するために設置されたものです。当協会は、このワーキンググループを構成する１５の市民社会団体(ＣＳＯ)の一つに選定されています。
また、このワーキンググループに引き続き、3月4日から7日まで、シンガポールにおいて「シンガポール盲ろう者支援プロジェクト」を実施しました。これは、シンガポールろう者協会、シンガポール視覚障害者協会の協力も得て、啓発セミナー、通訳・介助者になりたい人のための通訳・介助の実演や練習、盲ろう者の利用者がいる団体や政府の福祉担当者などによるジョイントミーティングなどを行うもので、大きな成果を上げることができました。
（4）盲ろう者福祉啓発事業
平成28年度の啓発事業は、青森県、山形県、福井県、岩手県、兵庫県、沖縄県に当協会の職員を派遣し、それぞれ地元の友の会との懇談や関係行政機関との協議などを行いました。
（5）盲ろう者情報機器活用訓練等促進事業

ア．盲ろう者向け情報機器指導者養成研修事業
　　当協会では、平成18年度から、独立行政法人福祉医療機構の助成を受けて、開拓的事業として盲ろう者向けパソコン指導者養成研修事業を実施してきましたが、平成27年度に、厚生労働省において本事業が新たに予算化され、厚生労働省の委託事業として継続的に本事業を実施していくこととなりました。平成28年度は、「画面ユーザー向け指導者コース」を、6月24日(金)～26日(日)の3日間にわたって「ＡＰ西新宿」(東京都新宿区)で、「点字ユーザー向け指導者コース」を、7月16日(土)～18日(月)の3日間にわたって「アットビジネスセンター池袋駅前別館」(東京都豊島区)で、それぞれ開催しました。受講者は、「画面ユーザー向け指導者コース」9人(うち盲ろう者0人)、「点字ユーザー向け指導者コース」7人(うち盲ろう者1人)で、今後、それぞれの地域において、盲ろう者向け情報機器講習会の講師や個別訪問指導の指導者として活動することが期待されます。
イ．コミュニケーション訓練個別訪問指導事業
当協会では、平成21年度から、独立行政法人福祉医療機構の助成を受けて盲ろう者に対する情報機器の個別訪問指導事業を実施してきましたが、平成27年度からは、情報機器指導者養成研修事業と同様に、厚生労働省の委託事業として実施していくこととなりました。平成28年度は、全国から募集した5人の盲ろう者に、点字情報端末や点字ディスプレイなどを貸与し、9月から12月頃までの期間において自宅への訪問指導を行ないました。
ウ．全国盲ろう者団体ニューリーダー育成研修事業
　当協会では、独立行政法人福祉医療機構の助成を受けて盲ろう者地域団体のニューリーダー育成研修会を実施してきましたが、平成27年度からは、厚生労働省の委託事業として実施していくこととなりました。平成28年度は、11月19日(土)～11月20日(日)の2日間にわたって、「クロス・ウェーブ幕張」(千葉県千葉市)で開催し、全国から14人の盲ろう者が受講しました。一日目は、全体会として「これだけは知っておきたい～日本の盲ろう者福祉」というテーマでの講演と、「盲ろうについて全く知らない人に「盲ろう」のことをどのように説明しますか」というテーマでのグループ討議を行いました。二日目は、前日に引き続いてグループ討議を行った後、全体会として「友の会の目指すもの・リーダーの役割」というテーマで講演を行いました。また、講師と受講者との間では、活発な意見交換が行われました。
（6）盲ろう児等支援の調査・研究等事業

ア．国内外における調査事業

　国内においては盲ろう児実態調査、国外においてはアメリカのパーキンス盲学校などの盲ろう児・者関係機関への訪問調査を行いました。盲ろう児実態調査については、「盲ろうの子とその家族の会　ふうわ」と「ＣＨＡＲＧＥの会」のご協力を得て、就学前の盲ろう児の状況と支援ニーズを把握するため、盲ろう児の保護者に対する面接調査を行うとともに、盲ろうとＣＨＡＲＧＥ症候群のお子さんとその保護者への郵送調査を行いました。また、国外調査については、9月11日から19日まで、調査員等3人が、アメリカのパーキンス盲学校とボストン・カレッジ、イギリスのセンス(タッチベース サウス イースト)とデフブラインドＵＫの４か所を訪問して盲ろう児・者の支援の実態を調査しました。
イ．盲ろう者の総合リハビリテーション・システム検討事業

　盲ろう児・者の特性に対応した多様な支援プログラムを提供する「日本版ヘレン・ケラー・ナショナルセンター(仮称)」と同センターがネットワーク化をめざす全国各地の様々な社会的リソースにより構成される盲ろう者の総合リハビリテーション・システムのあり方について検討し、システムの中核となる「日本版ヘレン・ケラー・ナショナルセンター(仮称)」の開設に向けた基本構想を策定することを目的として、盲ろう当事者、家族、学識経験者、サービス提供事業者により構成される「盲ろう者の総合リハビリテーション・システム検討委員会(委員長　石渡和実　東洋英和女学院大学教授)」を設置し、５回にわたり検討を行いました。この委員会の検討結果については、平成２９年度内を目途として報告書を取りまとめる予定です。
2．厚生労働省委託事業Ⅱ(盲ろう者向け生活訓練等事業)
（1）生活訓練事業
　平成28年度は、前年度に引き続き、「盲ろう者宿泊型生活訓練等モデル事業」で作成した支援マニュアルを活用しつつ、地域社会における盲ろう者の生活訓練のあり方についての試行、検討を進めました。実施方法としては、宿泊して生活訓練ができる場所を都内(墨田区)に確保し、盲ろう者が３週間程度宿泊して日常生活訓練、歩行訓練、コミュニケーション訓練等を行いました。宿泊訓練の実施期間は、10月から12月までの間で、女性の盲ろう者2人を対象として実施しました。また、宿泊訓練修了後、自宅に戻った利用者を対象として訪問による地域支援を実施し、地域における盲ろう者のケアマネジメントのあり方について検討しました。
3．公益財団法人ＪＫＡ補助事業
　（1）第25回全国盲ろう者大会開催事業
当協会の設立以来、平成23年度を除いて、毎年度実施されてきた全国盲ろう者大会は、平成28年度は、福岡県の「西日本総合展示場」(福岡県北九州市)において、8月19日(金)～22日(月)の4日間の日程で行われました。参加者は盲ろう者232人を含む789人でした。会期中には、第1分科会「全国の盲ろう者の生の声を聞く」、第3分科会「豊後・大分のおもてなし」、第5分科会「安全で安心な歩行のために」、第6分科会「聞いて～話して～通訳・介助のあれこれ」、第9分科会「盲ろう者の怪我について」など、9分科会において熱心な討議や活動が進められたほか、最新のＩＴ機器や便利グッズの展示、盲ろう者が制作した作品の展示・販売、社会見学など、様々なプログラムが組まれました。実行委員会は、地元である九州・沖縄ブロックの福岡盲ろう者友の会、佐賀盲ろう者友の会、長崎盲ろう者友の会“あかり”、熊本盲ろう者夢の会、大分盲ろう者友の会、宮崎県盲ろう者友の会、ＮＰＯ法人鹿児島県盲ろう者友の会いぶき、沖縄盲ろう者友の会の各代表を中心として組織されました。また、例年のように多くの企業、団体などの皆様からご支援いただきました。
4．公益財団法人鉄道弘済会補助事業
（1）第7回全国盲ろう者体験文コンクール実施事業
公益財団法人鉄道弘済会の協賛による本事業は、平成22年度より始められ、盲ろう者を対象とした文化事業として取り組まれています。平成28年度第7回コンクールは、合計18編の応募があり、審査の結果、次のように入賞作品が決まりました。
　　(以下、敬称略)
　　　特賞「生かされている命と繋がる心の喜び」　前田　光治（熊本県）
　　　入賞「私の歩み」　　　　　　　　　　　　　岡田　昌也（滋賀県）　
　　　入賞「母さん有難う」　　　　　　　　　　　宮里　進　 (沖縄県)
　特賞受賞者には賞金３万円と賞状、入賞者には賞金１万円と賞状がそれぞれ贈られました。
5．厚生労働省補助事業(障害者総合福祉推進事業)
（1）障害福祉サービスにおける意思疎通支援困難者に対するサービスの実態に関する研究事業

　本研究テーマが、厚生労働省の平成28年度障害者総合福祉推進事業の指定課題として示されたことを受け、「(盲ろう者など)意思疎通が困難な者が必要としている障害福祉サービスは何かを整理し、当該サービスを利用したいが利用できない実態について整理」するとともに、「利用が低調な理由について調査・分析を行い、サービス利用の効果、課題等を整理」するため、盲ろう者及び盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業所のコーディネーターに対してインタビュー調査とアンケート調査を行い、報告書をまとめて厚生労働省に提出しました。平成30年度から施行される予定の各種の障害福祉制度の見直しにおいて、この報告書が貴重な検討資料となることを期待しています。
6．自主事業
（1）新たな通訳・介助員派遣制度の施行準備事業

平成30年度からの施行が予定されている個別給付による新たな通訳・介助員派遣制度について、多くの自治体においてこの新たな制度が円滑に施行され、盲ろう者に対する通訳・介助の支援が拡大されるよう、国との協議・調整を進めるとともに、全国の盲ろう者友の会などからの意見集約や情報提供などを進めました。ただ、国において、同趣旨の事業が平成29年度予算の概算要求に盛り込まれたことなどから、全国規模での説明会等については、平成29年度に国の予算を活用して行うこととし、平成28年度内の実施は見送りました。
（２）盲ろう者関係図書刊行事業
「日本版ヘレン・ケラー・ナショナルセンター」開設に向けた検討を具体化していくためには、日本から海外への情報発信も重要であることから、盲ろう者に関する日本の専門図書(「盲ろう者として生きて」著者　福島智)の英訳作業を進めました。訳本の刊行は、平成２９年度以降を予定しています。
（3）盲ろう者向け情報機器等研究開発支援事業
当協会では、これまで、市販のスマートホンを活用して盲ろう者が手軽に単独で通信できる「ヘレンケラースマホ」の普及などを進めてきましたが、平成28年度においては、さらに、会議などのパソコン要約筆記のデータを点字情報端末で手軽に受信できるアプリの開発などに協力しました。

平成28年度諸統計資料

（平成29年3月末現在）

1．盲ろう者登録数の推移

（単位：人）

	
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度
	27年度
	28年度

	年度末登録数
	815
	858
	888
	934
	941
	960

	増減数
	+1
	+43
	+30
	+46
	+7
	+19


　（注）平成24年度において、盲ろう者の実態調査の一環として、各都道府県等で把握している盲ろう者に対して郵送調査を行ったことなどにより、当協会と初めて連絡が取れた方が相当数あり、24年度以降の登録者が増加しています。
2．重度盲ろう者登録数の推移

（単位：人）
	
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度
	27年度
	28年度

	年度末登録数
	652
	666
	673
	731
	732
	743

	増減数
	-10
	+14
	+7
	+58
	+1
	+11


　(注)　平成26年度において、登録者の障害等級を精査した結果、重度者数が増加しました。
3．盲ろう者関係生活相談件数の推移
（単位：件）
	
	
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度
	27年度
	28年度

	方法
	来所
	9
	19
	9
	10
	6
	18

	
	電話
	57
	37
	54
	71
	74
	52

	
	文書・FAX・ﾒｰﾙ等
	22
	35
	58
	46
	52
	64

	内容
	日常生活
	36
	3
	8
	13
	24
	35

	
	社会保障制度
	14
	9
	3
	0
	5
	13

	
	情報提供
	21
	21
	38
	62
	58
	63

	
	その他
	17
	58
	72
	52
	45
	23

	合　　　計
	88
	91
	121
	127
	132
	134


4．盲ろう者向け通訳・介助員登録数の推移

（単位：人）

	
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度
	27年度
	28年度

	年度末登録数
	3348
	2691
	2966
	3107
	3049
	3078

	増減数
	+33
	-
	　+275
	+51
	+32
	+29


　（注）平成23年度までは累積登録数、平成24年度からは実登録数としています。
　　　　平成24年度は、通訳・介助員養成カリキュラムに関する調査の一環として、各都道府県等で把握している通訳・介助員に対する郵送調査を行ったため、当協会への登録数が増加しました。
5．全国盲ろう者大会参加者数の推移

（単位：人）

	年度回数
	23年度
中止
	24年度
第21回
	25年度
第22回
	26年度
第23回
	27年度
第24回
	28年度
第25回

	開催場所
	―
	愛媛県
松山市
	千葉県

千葉市
	兵庫県

神戸市
	静岡県

静岡市
	福岡県
北九州市

	参加者数
	―
	635
	949
	924
	930
	789


6．盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者養成研修会受講者数の推移

（単位：人）
	年度回数
	23年度

第21回
	24年度

第22回
	25年度

第23回
	26年度

第24回
	27年度

第25回
	28年度

第26回

	開催場所
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区

	受講者数
	27
	31
	33
	32
	24
	25


　（注）平成23年度から平成26年度までは「盲ろう者向け通訳・介助員養成のためのモデル研修会」として開催しました。
7．盲ろう者向け通訳・介助員現任研修会受講者数の推移

（単位：人）
	年度回数
	23年度

第11回
	24年度

第12回
	25年度

第13回
	26年度

第14回
	27年度

第15回
	28年度

第16回

	開催場所
	大阪府
大阪市
	東京都
新宿区
	東京都
台東区
	愛知県
名古屋市
	福岡県
福岡市
	宮城県
仙台市

	受講者数
	92
	86
	121
	114
	76
	89


8．全国盲ろう者団体ニューリーダー育成研修会受講者数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度回数
	23年度

第1回
	24年度

第2回
	25年度

第3回
	26年度

(中止)
	27年度

第4回
	28年度

第5回

	開催場所
	東京都
港区
	東京都

港区
	東京都

江東区
	―
	東京都
江東区
	千葉県
千葉市

	受講者数
	34
	39
	32
	―
	16
	14


　（注）平成25年度までは独立行政法人福祉医療機構の助成事業として開催しました。
9．盲ろう者向け情報機器指導者養成研修会受講者数の推移

（単位：人）
	年度回数
	23年度

第5回
	24年度

第6回
	25年度

第7回
	26年度

(中止)
	27年度

第8回
	28年度

第9回

	開催場所
	大阪府
大阪市
	東京都
文京区
	東京都
豊島区
	―
	東京都
豊島区
	東京都
豊島区

	受講者数
	9
	11
	8
	―
	16
	16


　（注）平成25年度までは独立行政法人福祉医療機構の助成事業として開催しました。
10．盲ろう者地域団体（「盲ろう者友の会」等）未設置県（設立準備中の地域を除く）

	青森県
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計1県）
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